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IT層・OT層の日系企業プレゼンス（概観）

⚫ IT層・OT層の日系企業のプレゼンスには顕著な差
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21
兆円1

2016年実績

4.6
兆円
2017年実績

23%2

2018年実績

4.5%
2017年実績

グローバル市場規模

日本企業シェア

IT層（SW） OT層（SW＋HW）

1. 数値はOT層（SW＋HW）全体のグローバル市場規模。OT層全体のうち、PLCとCNCのみのグローバル市場規模は1.5兆円
2. 数値はOT層（SW＋HW）全体のグローバル市場における日系企業シェア。 OT層全体のうち、PLCとCNCのみの日系企業シェアは41.5%

























MES）グローバル市場シェア

⚫ 上位プレイヤーは欧米系が中心。国籍別には、日系が17.6％のシェアを占める

主要企業のMESグローバル市場シェア
（2017年時点推計；ベンダー国籍別）

出所：NEDO - 23 -
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CAE）グローバル市場シェア

⚫ グローバル市場で日系プレイヤーのプレゼンスは高くない

主要企業のCAEグローバル市場シェア
（2017年時点推計；ベンダー国籍別）

出所： NEDO - 32 -
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DMU）グローバル市場シェア

⚫ グローバル市場で日系企業がプレゼンスを示し、一定のシェアを占める
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主要企業のDMUグローバル市場シェア
（ベンダー国籍別）1) 

1. 個社別シェアから推計（NEDOデータに該当項目なし）
出所： 矢野経済
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PLC）グローバル市場シェア

⚫ グローバル市場では日系プレイヤーが一定のシェアを占める
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主要企業のPLCグローバル市場シェア 1

（メーカー国籍別）

1：NEDO資料のIoTコントローラ（IoT環境の実現を可能とするWindowsやLinuxOSが搭載可能なPLCおよびPLCのC言語コントローラが対象）の数値を使用；ハードウェアのみ対象
出所： NEDO
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CNC）グローバル市場シェア

⚫ グローバル市場で日系プレイヤーが高いプレゼンスを占める

主要企業のCNCグローバル市場シェア
（2017年時点推計；ベンダー国籍別）

出所： NEDO - 41 -

65.2%

30.3%

4.5%

欧州系

その他

日系













































MES/エッジPFの差別化（3/3）

⚫ OT層との垂直統合に際しては、より深い 「MaaS（製造サービス化）」 の追求が有効

- 63 -

売り切り

•製品販売

サービス化

•周辺サービスへの拡大

✓ リース / レンタル

✓ アフターサービス

• IoT技術

✓ アフターセールス
データの把握

•営業人材

✓ より高度な
コンサルティング

MaaS
(Manfacturing-as-

a-Service)

•製造自体のサービス化

•各業界最先端の
製造技術

•販売チャネルの
デジタル化

✓ マッチングPF

•ファイナンススキームの
構築力

概要

進化のKSF
（現時点仮説）

Step 1 Step 2 Step 3



















































































































































































次世代太陽電池の変換効率ランキング

⚫ ぺロブスカイト太陽電池では、我が国が2010年代後半にも技術革新を継続

- 17 -
1. (ap): Aperture area、(t): Total area、(da): Designated illumination area、(ac) Active Area; 2. IEC60904-3, Ed. 2, 2008 による測定
出所: "Solar Cell Efficiency Tables (Version 44-54)", Progress in Photovoltaics、各社資料

有機薄膜太陽電池の変換効率の進歩 (2019年6月現在)

年月 開発機関 国名
変換効率

(%) 面積 (㎠)
Voc
(V)

Jsc
(mA/㎠)

FF 
(%) 測定機関 備考

19. 5 江南理工大学 (SCUT) 中国 16.4 0.04137 (da) 0.8468 25.46 76.3 NREL2) -

19. 5 香港科技大学
(HKUST)

香港 16.4 0.0394 (da) 0.8621 26.17 72.7 Newport2) -

18. 11 華南理工大学/中南大学
(SCUT-CSU)

中国 15.6 0.4113 (da) 0.8381 25.03 74.5 NREL2) -

18. 4 ミシガン州立大学 米国 15.0 ≦1 - - - - タンデム

18. 8 Raynergy Tek 台湾 13.3 0.054 (ac),
0.0293 (ap)

- - - Newport2) デバイス面積 (25mm
x 25 mm)、ガラス基板

16. 2 Heliatek ドイツ 13.2 1.37 - - - FhG-CSP タンデム、プラスチック
フィルム基板

18. 7 
発表

UCLA 米国 12.6 0.0548 0.88 21.55 66.3 Newport -

18. 2 中国科学院化学研究所
高分子物理 化学国家
重点研究室 (PPC/CAS)

中国 12.3 0.0900 (da) 0.887 18.83 73.5 Newport -

18. 10 
発表

フリードリヒ アレクサンダー
大学エアランゲン=ニュルン
ベルク(FAU)/華南理工
大学 (SCUT)

ドイツ/
中国

12.3 1 - - - -

17. 2 Phillips 66 米国 12.1 0.0407 (ap) 0.815 20.27 73.5 Newport -

13. 1 Heliatek ドイツ 12.0 1.1 - - - SGS 不透明

15. 5 香港科技大学
(HKUST)

香港 11.5 0.0429 (ap) 0.7907 19.74 73.5 Newport -

18. 11 
発表

京都大学 日本 11.5 - - - - - -

18. 7 
発表

UCLA 米国 11.5 - - - - - タンデム

15. 10 東芝 日本 11.2 0.992 (da) 0.78 19.3 74.2 AIST2) -

12. 10 三菱化学 日本 11.1 0.159 (ap) 0.867 17.81 72.2 AIST2) -

14. 9 東芝 日本 11.0 0.993 (da) 0.793 19.4 71.4 AIST2) -

12. 1 UCLA/住友化学 米国/
日本

10.6 0.103(ap) 1.5306 10.08 68.5 NREL2) タンデム

11. 10 三菱化学 日本 10.0 1.021(ap) 0.899 16.75 66.1 AIST2) -

15. 2 東芝 日本 9.7 26.14 (da) 0.806 16.47 73.2 AIST2) 8セル直列

14. 8 東芝 日本 9.5 25.05 (da) 0.789 17.01 70.9 AIST2) 4セル直列、サブモジュール

14. 2 東芝 日本 9.1 25.04 (da) 0.794 17.06 67.5 AIST2) 4セル直列、サブモジュール

13. 8 東芝 日本 8.5 25.02 (da) 0.8 15.81 67.3 AIST2) 4セル直列、サブモジュール

10. 10 Heliatek ドイツ 8.3 1.087(ap) 1.733 8.03 59.5 FhG-ISE2) 2セル直列、タンデム

10. 11 Konarka 
Technologies

米国 8.3 1.031(ap) 0.816 14.46 70.2 NREL2) -

19. 1 韓国化学技術研究所
(KRICT)/マサチューセッツ
工科大学 (MIT)

韓国/米国 24.23 0.0955 (ap) 1.1948 24.16 84 Newport -

18. 9 中国科学院半導体研究所
(ISCAS)

中国 23.7 0.0739 (ap) 1.1697 25.4 79.8 Newport

18. 7
発表

ISCAS 中国 23.3 - - - - -

17. 7 KRICT 韓国 22.7 0.0935 (ap) 1.144 24.92 79.6 Newport
(NREL)

16. 3 KRICT/蔚山科学技術
大学校 (UNIST)/漢陽大学

韓国 22.1 0.0946 (ap) 1.105 24.97 80.3 Newport
(NREL)2)

-

18. 4
発表

パナソニック 日本 21.8 - 1.24 - - - -

16. 11 パナソニック/EPFL 日本/スイス 21.6 0.16 - - - - -

18. 10
発表

桐蔭横浜大学 日本 21.3 - - - - - 低温プロセス

15. 12 EPFL スイス 21.02 - - - - Newport2) -

18. 7
発表

オックスフォード大学 英国 20.9 - 1.21 - - - ヘテロ接合型、
SSGプロセス

17. 7 KRICT 韓国 20.9 0.991 (da) 1.125 24.92 74.5 Newport -

18. 6 パナソニック 日本 20.8 0.997(da) 1.116 23.82 78.2 AIST2) -

17. 11
発表

東京大学 日本 20.5 0.18 1.21 - - - カリウム添加、
希少金属不使用

14. 11 KRICT 韓国 20.1 0.0955 (ap) 1.059 24.65 77 Newport2) -

19. 4
発表

京都大学/プラスコート 日本 19.8 - 1.08 - - - フィルム基板

16. 3 KRICT/UNIST/漢陽大学 韓国 19.7 0.9917 (da) 1.104 24.67 72.3 Newport
(NREL)2)

-

16. 2 EPFL スイス 19.6 1 1.143 22.6 76 Newport2) 真空せん光溶液
プロセス (VASP)

18. 10
発表

積水化学工業 日本 19.6 - - - - - ガラス基板

17. 2 トロント大学 カナダ 19.5 1 - - - - 低温プロセス
(電子輸送層)

17. 5
発表

物質 材料研究機構
(NIMS)

日本 19.2 1 - - - - -

19. 5
発表

中国科学院深圳先端技術
研究院 (CAS-SIAT)

中国 19 - - - - - マイカ (雲母) 
基板

15. 10 NIMS 日本 18.21 1.022 (da) 1.081 21.95 78.4 AIST2) -

14. 4 KRICT 韓国 17.9 0.0937 (ap) 1.1142 21.8 73.6 Newport2) -

18. 10
発表

リコー 日本 15 - - - - - -

16. 10 東芝 日本 14.2 1 - - - - ガラス

13. 5 EPFL スイス 14.1 0.2090 (ap) 1.007 21.34 65.7 Newport2) -

17.
発表

Saule Technologies ポーランド 9.2 1 0.91 15.31 65.8 - インクジェット印刷

ペロブスカイト太陽電池 (セル) の変換効率の進歩 (2019年6月現在)

年月 開発機関 国名
変換効率

(%) 面積 (㎠) Voc (V)
Jsc

(mA/㎠)
FF 

(%) 測定機関 備考

日本による
有機薄膜のリードは、
‘10年代前半中心

ぺロブスカイトでは
‘10年代後半も

革新



































































































日本の主な全固体電池開発企業の動向

⚫ 日系企業の全固体電池開発は、既に実用化フェーズに入っている
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企業

トヨタ自動車

村田製作所

TDK

日立造船

三井金属

出光興産

オハラ

Charge CCCV
（C4V）

イリカ・テクノロジーズ

材料・プロセス

電解質に硫化物系

積層セラミックコンデンサー技術を応用

セラミックス層を積層

電解質に硫化物系

電解質にアルジロダイト型硫化物

電解質に硫化リチウム、正極材にコバル
ト酸リチウム、負極材に黒鉛

電解質に固体酸化物系無機材料
「LICGC」

ー

正極材にコバルト酸リチウム、負極材に
アモルファスシリコン

製品化時期

20年代早期

19年

18年

18年

20年以降

ー

19年

19年4-6月

16年

用途

車載

ウェアラブル機器、スマホ、車載

IoT、リアルタイムクロック、Bluetoothビーコン

産業、宇宙、車載

定置用電源、車載

携帯・民生用機器、定置用電源、車載

定置用電源、車載

車載

IoT、センサーネットワーク、ウェアラブル機器

出所：週刊エコノミスト






























































































































































































































































